
令和８年度 中央区一般会計１１月補正予算計上額総括表

歳　　　　　　　　　　入

款 補正前の額 補正額 計

1 特 別 区 税 45,977,314 45,977,314

2 地 方 譲 与 税 395,000 395,000

3 利 子 割 交 付 金 590,000 590,000

4 配 当 割 交 付 金 1,004,000 1,004,000

5 株式 等 譲 渡 所得 割交 付 金 2,036,000 2,036,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 12,476,000 12,476,000

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1

8 環 境 性 能 割 交 付 金 1 1

9 地 方 特 例 交 付 金 201,000 201,000

10 特 別 区 交 付 金 24,000,000 24,000,000

11 交通 安 全 対 策特 別交 付 金 24,000 24,000

12 分 担 金 及 び 負 担 金 220,730 220,730

13 使 用 料 及 び 手 数 料 10,747,484 10,747,484

14 国 庫 支 出 金 36,589,360 36,589,360

15 都 支 出 金 16,109,550 16,109,550

16 財 産 収 入 4,824,478 4,824,478

17 寄 附 金 231,268 231,268

18 繰 入 金 18,718,260 18,718,260

19 繰 越 金 1,083,902 284,384 1,368,286

20 諸 収 入 22,327,615 22,327,615

21 特 別 区 債 1,750,000 1,750,000

合　　　　計 199,305,963 284,384 199,590,347

歳　　　　　　　　　　出

款 補正前の額 補正額 計

1 議 会 費 645,440 645,440

2 企 画 費 5,585,414 5,585,414

3 総 務 費 8,562,120 8,562,120

4 区 民 費 16,591,633 16,591,633

5 福 祉 保 健 費 56,412,228 284,384 56,696,612

6 環 境 土 木 費 13,171,376 13,171,376

7 都 市 整 備 費 38,791,307 38,791,307

8 教 育 費 24,571,121 24,571,121

9 公 債 費 1,989,057 1,989,057

10 諸 支 出 金 32,836,267 32,836,267

11 予 備 費 150,000 150,000

合　　　　計 199,305,963 284,384 199,590,347

千円千円千円

千円 千円 千円
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繰 越 明 許 費

《 追 加 》

款 事　業　名 金　額

千円

88,828 

6 環 境 土 木 費 2 土 木 費 首都高速道路上部空間整備事業 41,556 

130,384 合　　　　計

項

5 福 祉 保 健 費 1 社 会 福 祉 費 住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金

債 務 負 担 行 為

《 追 加 》

事　　項 期　間 限 度 額

千円 

31,461令和9年度住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金

首都高速道路上部空間整備事業 令和9年度 22,315
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１ 住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金 284,384千円

　　物価高騰による家計の負担増を踏まえ、飲食料品に係る消費税減税までのつなぎの支援

　として、特に影響が大きい低所得の世帯に対して給付金を支給する。

　　＊　支給対象（次の1)、2)のいずれにも該当する世帯）

　　　1)　基準日（令和8年12月1日）において中央区に住所を有すること

　　　2)　世帯員全員が令和8年度住民税の「非課税者」または「均等割のみ課税者」であ

　　　　　ること

　　＊　支給額

　　　　1世帯あたり1万円

　　＊　支給時期

　　　　令和9年2月中旬以降順次支給

　　　　　

２ 首都高速道路上部空間整備事業 －千円

　　築地川アメニティ整備構想を実現するため、覆蓋構造物等の概略設計（万年橋～千代橋

　区間）について、並行して実施している「築地市場跡地周辺の歩行者デッキの整備推進に

　向けた検討」の進捗や、関係機関との調整を踏まえ、構造検討箇所の追加を行うとともに、

　設計期間を延長する。

　　＊　設計期間

　　　・変更前

　　　　令和9年3月完了

　　　・変更後

　　　　令和9年11月完了

歳　出　(計) 284,384千円

（債務負担行為限度額　 31,461千円）

（債務負担行為限度額　 22,315千円）
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